
              

令和５年度 うきは市障がい者活躍推進計画に基づく取組の実施状況の公表 
 

Ⅰ 主旨 

 令和５年(2023年)４月１日に策定した「うきは市障がい者活躍推進計画」に基づく取

組の実施状況について、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和 35年法律第 123号）

第７条の３第６項の規定に基づき公表します。 

 

Ⅱ 評価年度 

令和５年度 

 

Ⅲ 数値目標に対する達成度 

 本市の市長部局及び教育委員会事務局における、障がい者雇用率及び職員数は下表の

とおりとなります。法定雇用率 2.6％に対して、それぞれ法定雇用必要数（法定雇用率）

を達成しています。 
 

【障がい者雇用率】 

令和５年度 算定基礎 

職員数 

障がい者数 実雇用率 法定雇用 

必要数 

法定雇用率 

市長部局 321.5人 11人 

(実数 9人) 

3.42％ 8人 2.6％ 

教育委員会

事務局 

107.0人 2人 

(実数 2人) 

1.87％ 2人 2.6％ 

（市長部局：令和５年６月１日現在 障害者任免状況通報書より） 

（教育委員会部局：令和５年８月１日現在 障害者任免状況通報書より） 

 

Ⅳ 取組の実施状況 

〇 各職場の管理職を障がい者雇用推進者に選任し、各部署における障がい者雇用を

促進するための体制整備を図った。 

○ 新規採用職員に対し、障害者差別解消法に関する研修を行った。 

〇 障害者職業生活相談員資格認定講習を受講した障害者職業生活相談員３名を配

置し、組織内の相談環境等、人的サポート体制の強化を図った。 

〇 職員に対し、大人の発達障がいの特性について理解を促す研修セミナーの案内を

積極的に行い、発達障がいに関する知識習得の機会提供に努めた。 

〇 新規に採用した障がい者について、定期的な職場訪問や面談を通じ、適切な支援

や必要な配慮等の把握に努めた。また、継続して勤務している障がいのある職員に

対しては、障がい者雇用推進者や障害者職業生活相談員との面談を通じ、必要な配

慮等の把握に努めた。 

〇 障がい者雇用枠の採用試験（会計年度任用職員）を実施し、１名採用した。また、

令和６年度の採用に向けて、同様の障がい者雇用枠の採用試験（会計年度任用職員）

を実施した。 


